
神奈川県下における
建設業労働災害の現状と対策

平成26年版（平成25年発生労働災害のとりまとめ）

神奈川労働局労働基準部安全課

■元方事業者・関係請負人それぞれ役割に応じたリスクアセスメントの実施
■墜落・転落災害防止対策の徹底
　（�足場からの墜落・転落防止、墜落時用保護帽の着用、はしご、屋根等からの墜落・
転落防止、ハーネス型安全帯の普及）

■解体工事対策�解体機械の法改正への対応、石綿ばく露防止
■熱中症対策

建設業における災害防止のポイント

誰もが安心
して健康に

働くこと
ができる社

会を実現
するため

に!
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防止計画
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ン）
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解体用機械等の改正について …

備考 労働災害統計等は、労働者死傷病報告を基礎資料としている。なお、死亡災害ついては、災害速報による。
死亡災害の概要は、同種災害防止を目的として作成したものであり、発生状況等に推定が含まれます。
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図1-1　労働災害による死亡者数の年次別推移

建設業の死亡者数は図1-1のとおり、昭和36年から昭和56年まで減少傾向にあったが、その
後横ばいの状態となった。平成10年に初めて30人を下回り、20人前後で増減を繰り返していた
が、平成25年に13人（全産業比 3割）と過去最少数となった。

1　労働災害の推移
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図1-2　死傷者数の年次別推移

建設業の死傷者数は図1-2のとおり長期的には減少傾向にあり、平成7年以降で最も多かった
平成8年の4割程度まで減少した。また、全産業に占める割合としては、同様に減少傾向を示して
いるが、過去5か年間の割合は14%前後になっている。

図2-1　平成25 年　建設業･工事種別の死亡者 （参考）　平成25年　全産業･業種別の死亡者

※以下のグラフ又は文章において端数処理の関係で割合の合計が100％になっていない場合があります。

2　工事種別の災害発生状況
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図2-2　平成25年　建設業･工事種別の死傷者 （参考）　平成25年　全産業･業種別の死傷者

工事種別の死亡者数は、図2-1のとおり建築工事業（鉄骨・鉄筋コンクリート造）が7人（54%）
と建設業全体の過半数を占め、土木工事業が2人（15%）と木造家屋建築工事業が1人（7.7％）
であり、その他の建設工事業が3人（23%）であった。

工事種別の死傷者数においても図2-2のとおり建築工事業（鉄骨・鉄筋コンクリート造）が
450人と最も多く建設業全体の52％を占め、次いで土木工事業の170人（20％）、木造家屋建築
工事業が153人（18％）、その他の建設業98人（11％）の順であった。この内訳は平成24年と
ほぼ同一であった。

平成16年以降における工事種別の死亡者推移は、図2-3のとおり建築工事業が10年間で87人
（年平均9人）発生しており、建設業全体の45％を占める。次いで土木工事業の59人（年平均6人）、
その他の建設業の36人（年平均4人）、木造家屋建築工事業の26人（年平均3人）の順であった。

図2-3　工事種別の死亡者の推移
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図3-1　平成25年　規模別の死亡者数 図3-2　平成25年　規模別の死傷者数

事業場規模別の死傷者数は図3-2のとおり、10名未満の事業場が565人と最も多く建設業全体
の65％を占め、次いで事業場規模10 ～ 29人の211人（24％）、30 ～ 49人の45人（5％）の
順であり、建設業の死傷者数全体の約94％が規模50人未満の事業場において発生しており、死
亡災害においても図3-1のとおり同様の傾向である。

図4-1　平成25年　年齢階層別の死亡者 図4-2　平成25年　年齢階層別の死傷者

年齢階層別の死亡者数は、図4-1のとおり50歳以上の高年齢労働者が全体の約4割を占め、40
歳以上を含むと中高年齢労働者は約7割を占める。なお、平成24年以降は40歳台の割合が増加し
ている。

年齢階層別の死傷者数は、図4-2のとおり年齢階層毎に2割程度の割合となっている。

3　事業規模別の災害発生状況

4　年齢階層別の災害発生状況
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図5－1　平成25年　経験年数別の死亡者 図5－2　平成25年　経験年数別の死傷者

図5－3　経験年数別の死傷者推移

経験年数別の死傷者数は、図5-2のとおり10 ～ 20年未満が182人と最も多く、全体の21%を
占め、10年以上のベテランの死傷する割合は全体の56%を占め、図5-3によると例年同様の傾向
である。 

死亡者数においても10年以上のベテランが9人（69%）を占め、傾向は例年同様である。前年
までは経験の浅い1年未満の死亡者が増加傾向にあったが、平成25年は1名であった。 

5　経験年数別の災害発生状況
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図6－１　平成25年　現場入場日数別の死亡者 図6－2　平成25年　工事種別現場入場日数別の死亡者
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現場入場日数別の死亡災害発生状況は、図6-1のとおり入場1日目に2人（15％）が亡くなっ
ている。これまでは現場入場後一週間以内の死亡者数が多数を占めていたが、前年からは現場入
場日数8日以上の割合が高くなっている。前年は現場外での死亡災害が16件中6件と多かったが、
平成25年も現場以外の場所での死亡災害が3件あった。
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図7-1　平成25年　事故型別の死亡者 図7-2　平成25年　事故型別の死傷者

事故の型別の死亡者数は、図7-1のとおり依然 ｢墜落、転落」が5人（38％）と割合が高いが、平成25年のその他の死亡者数6人中
3人が地山・土砂崩壊によるものであった。 

死傷者においても、「墜落、転落」が308人（35％）と最も多く全体の3割強を占めている。次いで「はさまれ・巻きこまれ」93人
（11％）、｢切れ・こすれ｣ 88人（10％）、「飛来、落下」79人（9％）、｢転倒｣ 78（9％）、の順であった（図7-2）。なお、建設業に
おける墜落・転落災害防止のため、平成26年1月に、足場の設置が困難な屋根上作業等の「墜落防止のための安全設備設置の作業標準
マニュアル」が示されている（墜落防止機器及び点検方法等について）

6　現場入場日数別の死亡災害発生状況

7　事故の型別の災害発生状況
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図8-1 平成25年　起因物別の死亡者 図8-2　平成25年　起因物別の死傷者

平成25年の起因物別の死亡者数は、図8-1のとおり、｢仮設物、建築物、構築物等」が6割を占
め、次いで「環境（地山）」によるものが3人であった。

死傷者においては例年同様「仮設物、建築物、構築物等」が246人と最も多く、全体の28％を
占めた。次いで、「その他の装置」が191人（22％）、「動力機械」が134人（15％）、「物質、材料」
が120人（14％）の順であった（図8-2）。
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事故の型・起因物別の災害発生

＜死傷災害、事故の型別に見る起因物の割合＞

「墜落、転落」では仮設物、建築物、構築物（内、足場 ％、屋根・はり等 ％）が約半数を占め、次いで 用具（ほとんどがはしご）

％、「はさまれ、巻き込まれ」では、建設機械など ％、材料 ％、「飛来、落下」では、材料が ％を占め、「切れ、こすれ」で

は、木材加工用機械 ％ が最も多く、「転倒」では、仮設物、建築物、構築物等 ％（内、通路 ％、作業床・歩み板 ％）を占

めている。平成 年の建設業における死傷災害の ｢起因物｣ ｢事故の型｣上位５ の災害の工事種別内訳は次のとおり。

①足場や屋根、はり等による｢墜落、転落｣ 人（土木 人、建築 人、木造 人、その他 人）、②はしごや脚立等用具による

｢墜落、転落｣ 人（土木 人、建築 人、木造 人、その他 人）、③作業床、通路や建築物等による｢転倒｣ 人（土木 人、

建築 人、木造 人、その他 人）、④丸のこ盤等による｢切れ、こすれ｣ 人（土木 人、建築 人、木造 人、その他 人）、⑤材

料･資材等の｢飛来、落下」 人（土木 人、建築 人、木造 人、その他 人）

図 平成 年 事故の型・起因物別の災害発生状況

図 平成 年 事故の型・起因物別の災害発生状況
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8　起因物別の災害発生状況

9　事故の型・起因物別の災害発生状況
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＜死傷災害、事故の型別に見る起因物の割合＞
「墜落、転落」では仮設物、建築物、構築物（内、足場16％、屋根・はり等12％）が約半数を
占め、次いで　用具（ほとんどがはしご）33％、「はさまれ、巻き込まれ」では、建設機械など
43％、材料18％、「飛来、落下」では、材料が43％を占め、「切れ、こすれ」では、木材加工用
機械39％　が最も多く、「転倒」では、仮設物、建築物、構築物等62％（内、通路22％、作業床・
歩み板13％）を占めている。平成25年の建設業における死傷災害の ｢起因物｣ ｢事故の型｣ 上位
５ の災害の工事種別内訳は次のとおり。

①足場や屋根、はり等による ｢墜落、転落｣ 154人（土木 19人、建築91人、木造 33人、そ
の他11人）、②はしごや脚立等用具による ｢墜落、転落｣ 101人（土木10人、建築 49人、木造
26人、その他16人）、③作業床、通路や建築物等による ｢転倒｣ 48人（土木5人、建築29人、
木造10人、その他4人）、④丸のこ盤等による ｢切れ、こすれ｣ 34人（土木7人、建築13人、木
造12人、その他2人）、⑤材料･資材等の ｢飛来、落下」32人（土木3人、建築20人、木造7人、
その他2人）

図9-2　平成25年　事故の型・起因物別の災害発生状況
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図10-1 木造家屋建築工事における死亡者数推移

木造家屋等建築工事における死傷者数は図10-1のとおり減少傾向にあったが、23年、24年と2年連続で増加し、平成25年は前年
より減少はしたものの、建設業全体に占める割合は前年と比較し増加した（18％）。　

死亡者数は平成22年以降増加傾向であったが、平成25年は１人となったものの、平成15年以降11年間で30人と年間3人死亡して
いることとなる。なお、過去10年間の死亡者における事故の型をみると、30人中22人が墜落、転落災害であり死亡者全体の7割以上
を占めている。

木造家屋等建築工事における重篤な災害を防止するには、墜落防止対策の徹底が最も優先度が高いことから、建方作業に先行して足
場を設置する「足場先行工法」の実施が重要である。（平成18年2月に望ましい足場の設置基準、施工手順及び留意事項等が示された『足
場先行工法に関するガイドライン』が改正された。

墜落、転落 
62人
40%

切れ、こすれ 
30人
20%

飛来、落下
10人
6%

その他の装置、設備
2人
1%

転倒
12人
8%

動作の反動、
無理な動作 
12人
8%

はさまれ、
巻き込まれ
8人
5%

激突され
1人
1%

平成25年
死傷者数
153人

人力機械工具等
8人
5%

動力運搬機
4人
3%仮設物、

建設物、
構築物等 
51人
33%

材料
21人
14%

用具
36人
23%

その他の事故型
1人
1%

荷
1人
1%

木材加工用機械
15人
10%

その他の起因物
5人
3%

環境等
1人
1%

一般動力機械
3人
2%

動力クレーン等
1人
1%

崩壊・倒壊
7人
4%

その他
6人
4%

激突
4人
3%

平成25年
死傷者数
153人

金属加工用機械
1人
1%

建設用機械
4人
2%

図10-2　平成25年　事故の型別の死傷者数 図10-3　平成25年　起因物別の死傷者数

事故の型別では、図10-2のとおり ｢墜落、転落｣ が62人と最も多く全体の4割を占め、次いで ｢切れ、こすれ」30人（19％）、｢転
倒｣ 及び「動作の反動、無理な動作」12人（8%）、「飛来、落下」10人（6％）の順であった。

起因物別では、図10-3のとおり「仮設物、建築物、構築物等」が51人と最も多く全体の32％を占め、次いで「用具」が26人（23%）、
「物質、材料」21人（13%）、「木材加工用機械」15人（10%）の順で前年と同じ傾向であった。

10　木造家屋等建築工事における災害発生状況
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図11-2　平成25年　発注者別死亡者図11-1 公共工事等における死亡者割合
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平成25年の建設業における死亡者13人のうち、2人が公共工事等で発生し、建設業全体の14％を占めた。　発注者別では、国１人、
県１人であり、市区町村及びその他の公共団体では発生していない。

公共工事の死亡者数は平成17年以降5件前後で推移していたが、平成24年以降2人と減少している。過去10年間に発生した建設業
の死亡者208人のうち、公共工事等における死亡者は50人と死亡者数全体の24％を占めている。
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図11-3  公共工事等における事故型別の死傷者

平成25年の公共工事等における死傷者は77人であり、建設業全体の9%を占めた。発注者別の内訳は国10人（13％）、地方公共団
体（県および市区町村） 67人（87％）であった。                

工事種別の内訳は土木工事業が42人（59％）、建築工事業が18人（25％）、その他の工事業が4人（6％）であった。
事故の型別は、「墜落、転落」が30人と最も多く全体の39％を占め、次いで、「はさまれ、巻き込まれ」の12人（16％）、「飛来、

落下」8人（10％）であったが、「墜落、転落」は前年比で倍増し、「飛来、落下」は半減した。

11　公共工事等における災害発生状況
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図12　月別の死亡災害発生状況（過去10年）

過去10年間の月別死亡災害発生状況は図12のとおりであり、年度末の２月をピークとして12月から3月までの期間に集中している。

図13　平成25年　熱中症災害発生状況（5月～ 9月）  労災補償給付等件数

12　月別の死亡・死傷災害発生状況

13　熱中症災害発生状況
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番号

発生月
業　　種

起 因 物 発　生　状　況

災害防止のポイント
発注関係

発生時間帯
事業場規模 事故の型

〈災害防止のポイント〉
①墜落・転落のあるおそれがある個所は、身体を乗
り出すことがないようにすること。
②手持ち品についても、落とした時、反射的に身体
を乗り出すことがあることに留意すること。

1月
その他の建設業

地山、岩石

〈発生状況〉
　マンション建設現場の電気工事において、地中に
電線を埋設するために溝（約　深さ１．８ｍ×幅１ｍ
×長さ１０ｍ）を掘削後、その掘削底で配管挿入作
業をかがんだ状態で行っていたところ、溝の側面が
数ｍに渡り崩壊（土量約１．８㎥）、全身が埋まった
もの。

民間

10時頃
１～９名 崩壊、倒壊

1月
建築工事業 その他の仮設

物、建築物、構
築物等

〈発生状況〉
　本社建物の８階非常用バルコニーで携帯電話を
用いて業務連絡を行っていた際、手すりから身を乗
り出し、墜落したものと推定される。

8時頃
１００～２９９名 墜落、転落

〈災害防止のポイント〉
①溝掘削を行う作業箇所等に係る事前調査を行うと
ともに、土止め計画、掘削作業計画、仮設備計画、
安全衛生管理計画（直接監視を行う作業主任者、指
揮者等を含む）及び工程表を作成することにより、土
止め先行工法に係る施工計画を策定し、関係労働
者に周知すること。
②溝内作業は、土止め支保工等を設けた後でなけ
れば行ってはならないこと。
③土止め先行工法に関するガイドライン<平成
15.12.17基発第1217001号> を活用すること。

平成 年における建設業の死亡災害の14　平成25年における建設業の死亡災害の概要
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番号

発生月
業　　種

起 因 物 発　生　状　況

災害防止のポイント
発注関係

発生時間帯
事業場規模 事故の型

平成 年における建設業の死亡災害の

〈災害防止のポイント〉
①解体作業について、解体対象となる建築物の構
造及びその老朽化の程度を事前に把握すること。
②特に鉄骨構造、デッキプレート仕様については、
連鎖的に崩壊するリスクがあることに配慮すること。
③墜落防止にあっては、緊急避難を考慮して通路・
足場を設置することが望ましいこと。
④安全帯作業による場合、緊急避難を考慮した取り
付け設備・方法とすること。
⑤上記リスクを考慮に入れた作業方法を決定し、関
係労働者に周知を図ること。

崩壊、倒壊

〈災害防止のポイント〉
①重機作業においては、重機の能力、重機の転倒
等防止など設置状況のみならず、重機が取り扱う対
象物が起因となるリスクを検討の上、作業方法を決
定、関係労働者に周知を図ること。
②ＰＣ杭をつり引き抜く場合、折れた杭（つり点が外
れた場合を含む）は倒れること、老朽化したコンク
リートは崩壊し飛来物となることに留意すること。

3月
建築工事業

仮設物・建築物・
構築物等

〈発生状況〉
　Ｓ造４階建（一部ＲＣ造３階建）ビル解体作業中、
被災者が４階床スラブ上にて、鉄骨の溶断作業の
下準備を行っていた。５ｍ程離れた４階屋根スラブ
を支える鉄骨梁を解体用重機で切断した際、被災者
の直上の４階屋根スラブ(デッキプレート仕様　薄鋼
板をスラブコンクリート型枠に使用したもの)が崩落、
飛来落下したコンクリートとともに被災者が墜落した
もの。

民間

8時頃

3月
建築工事業

仮設物、建築
物、構築物等

〈発生状況〉
建屋解体工事において、移動式クレーンにくい抜機
のアタッチメントを取付け、埋設さたＰＣ基礎杭（直径
約４５ｃｍ、長さ約２０ｍ）を引き抜く作業を行ってい
た。地上約６ｍほどの高さまでＰＣ杭を抜いたとき、
地面の位置で折れた杭が運転席に倒れ込み、運転
手に直撃したもの。

公共

11時頃
38名

6名 飛来、落下
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番号

発生月
業　　種

起 因 物 発　生　状　況

災害防止のポイント
発注関係

発生時間帯
事業場規模 事故の型

平成 年における建設業の死亡災害の概

１０～２９名 崩壊、倒壊

4月
建築工事業

地山、岩石

〈発生状況〉
　エレベーターピットから漏水が発見された。付近の
地下ピット（約高さ１．２ｍ×幅３．６ｍ×奥行き２ｍ）
から状況を確認するため、新たに建物床下部分に２
か所の穴（約５０ｃｍ×５０ｃｍ）を開けたところ、地下
ピットは、水没し固結した土砂が詰まっていた。排水
後、土砂を電動ピックを用いてはつりながら掘り進め
たところ、たぬき掘り状態となり、周囲の土砂が崩落
して下敷きとなったもの。

民間

11時頃

〈災害防止のポイント〉
①既存建物の床下、狭隘な箇所での土石掘削作業
に対するリスクを検討の上、作業方法を決定、関係
労働者に周知を図ること。
②狭隘な箇所における一人での掘削作業について
は、土砂崩壊等による早期救出に困難が伴うことに
留意し、常時作業状況を監視することが望ましいこ
と。

〈災害防止のポイント〉
①大型車両は後方視界等に限りがあることからも稼
働中のトラック運行範囲に立ち入らないこと。
②トラック誘導者の合図により、トラックの運転を行う
ことを関係労働者に周知徹底すること。
③掘削・積み込み作業が輻輳する場合は特に注意
が必要であること。

5月
建築工事業

トラック

 〈発生状況〉
　建物新築工事現場において、掘削重機とトラック
（ダンプ）による掘削土砂の現場排出における積み込
作業の際、トラックを誘導する作業者が後退してきた
トラックに轢かれたもの。なお、作業区域としては、２
基の掘削重機を用いて隣合う２か所で掘削が行われ
ていた。

民間

12時頃
５００名～ 激突され

- 14 -



番号

発生月
業　　種

起 因 物 発　生　状　況

災害防止のポイント
発注関係

発生時間帯
事業場規模 事故の型

平成 年における建設業の死亡災害の概

公共

１０～２９名

6月

地山、岩石

〈発生状況〉
道路建設に関連する排水管設置工事において、砕
石敷設作業中、掘削完了箇所に基礎砕石を投入す
るため、作業箇所にいた作業員が退避しようとしたと
ころ、近接する切土法面の表層が崩落（約　高さ７ｍ
Ｘ幅８ｍ×厚さ３０㎝　１２㎥）、土砂に巻き込まれたも
の。

土木工事業

10時頃

崩壊、倒壊

〈災害防止のポイント〉
①溝掘削を行う作業箇所等に係る事前調査を行うと
ともに、土止め計画、掘削作業計画、仮設備計画、
安全衛生管理計画（直接監視を行う作業主任者、指
揮者等を含む）及び工程表を作成することにより、土
止め先行工法に係る施工計画を策定し、関係労働者
に周知すること。
②盛土の法尻付近を掘削する際は、当該盛土の状
況を事前に把握し計画を作成するととものに、掘削
作業中においてもその状況を監視することが重要。
③土止め先行工法に関するガイドライン<平成
15.12.17基発第1217001号> を活用すること。

7月
その他の建設業

引火性の物

〈発生状況〉
 塗装会社の寄宿舎兼倉庫として使用される社屋に
おいて、３階に寄宿する労働者及び他１名が火災に
より被災したもの。当時、無人の１階倉庫に保管され
る塗料が火元と推定される。

20時頃
５０～９９名 火災

〈災害防止のポイント〉
①寄宿舎の設置について、引火性の物等又は多量
の易燃性の物を取り扱い、又は貯蔵する場所の附近
に設置しないこと。
②避難及び消火の訓練を行うこと。
③労働基準法「建設業付属寄宿舎規定」を遵守する
こと。
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番号

発生月
業　　種

起 因 物 発　生　状　況

災害防止のポイント
発注関係

発生時間帯
事業場規模 事故の型

平成 年における建設業の死亡災害の概

9月
建築工事業

屋根、はり、も
や、けた、合掌

〈発生状況〉
　木造２階建て民家の屋根の塗装作業において、屋
根面（傾斜３０度）を塗料により足を滑らせながら、屋
根の端から６ｍ墜落したもの。

8月
建築工事業

起因物なし

〈発生状況〉
午前７時３０分頃に出勤してきた社員が、事務所内で
仮眠を取っていたと思われる被災者を見かけたた
め、起こそうと声をかけたり体をゆすっても反応がな
かったため、救急車にて医療機関に搬送、収容先病
院にて死亡が確認された。月百時間を超える業務に
より過労死に至ったもの。

民間

13時頃
１～９名 墜落、転落

〈災害防止のポイント〉
①屋根上作業について、屋根面での転落、屋根の端
からの墜落を防止する対策を講じてから作業を行う
こと。
②屋根面での転落は、屋根の勾配により、転げ落ち
ることに留意し、手すり及び中さんのほかにネット使
用、安全帯使用が望ましいこと。その際、職長等責任
者による管理の下で安全帯や保護帽の使用状況を
監視すること
③墜落時の衝撃を軽減するためにフルハーネス型の
安全帯の使用があること。（巻末「屋根・建物からの
墜落防止のための検討委員会報告書」参照）
④上記について、関係労働者に対して安全教育を行
うこと。

7時頃
１～９名 その他

①労働時間を適正に把握し、長時間労働や頻繁な出
張など過重労働の原因となる要素の削減を図るこ
と。
②結果として長時間労働となった際には、医師による
面接指導を行い、その結果により必要な措置を講じ
ること。
③健康診断結果や普段の健康状態を把握の上、こ
れに応じた業務の調整や適正配置を行うこと。
④　労働者の健康づくりに取組むこと。
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番号

発生月
業　　種

起 因 物 発　生　状　況

災害防止のポイント
発注関係

発生時間帯
事業場規模 事故の型

平成 年における建設業の死亡災害の概

〈災害防止のポイント〉
①屋上作業について、屋上の端は墜落危険場所で
あり、災害防止対策を講じてから作業を行うこと。
②安全帯作業となる場合は、親綱等の安全帯取付
設備の設置時及び組換え時の作業、更には安全帯
カラビナ（フック）の取付変更時についても上記と同様
であること。
③安全帯カラビナ（フック）の取付変更時の墜落防止
として２丁掛け安全帯、墜落時の衝撃を軽減するた
めにフルハーネス型安全帯の使用があること。（巻末
「屋根・建物からの墜落防止のための検討委員会報
告書」参照）
④上記について、関係労働者に対して安全教育を行
うこと。

12月
その他の建設業

はしご等

〈発生状況〉
日が暮れたころ、道路脇に設置される電柱の高さ約
４．５ｍの位置に取り付けられた街灯の蛍光灯（長さ
６０ｃｍ）を交換する作業において、はしご型脚立をは
しごとして立て掛け（長さ約３ｍ　高さ約２．７ｍ）、使
用中に墜落したもの。なお、被災時は墜落・転落用保
護帽及び着装していた安全帯を使用していなかっ
た。

民間

17時頃
１～９名 墜落、転落

11月
建築工事業

屋根、はり、も
や、けた、合掌

〈発生状況〉
　４階建アパート屋上の防水工事において、防水シー
ト敷設作業中に屋上のパラペットを越え１２ｍ墜落し
たもの。なお、被災者は保護帽を着用せず、屋上に
は高さ３２ｃｍのパラペットがあるだけで、足場、手す
り、親綱等は未設置、安全帯を着用していたが使用
していなかった。

その他

14時頃
１～９名 墜落、転落

〈災害防止のポイント〉
①電柱にかかる高所作業について、足場等の作業
床設置が困難な場合、高所作業車の使用が望まし
いこと。
②電柱にかかる高所作業内容について、両手を使
う、体を伸ばしての作業姿勢、照度などの作業環境
を含め、リスクを検討した上、作業方法を決定し、関
係労働者に周知を図ること。
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番号

発生月
業　　種

起 因 物 発　生　状　況

災害防止のポイント
発注関係

発生時間帯
事業場規模 事故の型

平成 年における建設業の死亡災害の

墜落、転落

〈災害防止のポイント〉
①柱・梁の建て方作業については、適正な作業床の
設置等の転落・墜落を防止する対策を講じてから作
業を行うこと。
②適正な作業床の設置が困難な場合、保護帽を着
装し、防網（水平ネット）の設置、安全帯取付設備を
設置し安全帯を使用すること。その際、作業主任者・
職長等責任者による管理の下で安全帯や保護帽の
使用状況を監視すること。
③安全帯については、墜落時の衝撃を軽減するた
めにフルハーネス型の安全帯を使用することが望ま
しいこと。
④上記について、関係労働者に対して安全教育を
行うこと。

12月
木造家屋建築工事業

屋根、はり、も
や、けた、合掌

〈発生状況〉
　木造２階建建築現場において、大梁（幅１２ｃｍ、
長さ約６．５ｍ）と大梁の繋ぎ材（縦・横１２ｃｍ、長さ
１．２ｍ）の取り付け作業中、高さ約３．２ｍの大梁の
上からコンクリートの床に墜落したもの。民間

9時頃
１～９名

業種

事故の型

1月 その他の建設業

６時頃 交通事故（道路）

９月 建築工事業

６時頃 交通事故（道路）

乗用車、バス、バイク 　事業場の社有車に３名乗車して建築工事現場に向
かう途中、カーブで後輪が滑りガードレールに衝突し
たもの。死亡１名、休業２名。３名

（うち死亡１名）

発
生
月

時
間

起因物
　発 生 概 要

被災者数
(被災程度）

乗用車、バス、バイク 　社員７名を乗せた車で現場に向かう途中、交差点
を直進しようとしたところ右側から来た車に激突され、
車が横転した。６名

（うち休業1名、他は不休）

平成 年における建設業の重大災害の

15　平成25年における建設業の重大災害の概要
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16 第12次労働災害防止計画の概要

（解説）

1 使用者は、労働契約に基づく賃金支払義務を負うほか、労働契約に特段の規定がなくとも、付随的

義務として当然に安全配慮義務を負うことを規定したものです。

2 労働契約法の安全配慮義務の「生命、身体等の安全」とは心身の健康も含まれます。

3 「必要な配慮」とは、労働安全衛生関係法令で最低限遵守しなければならない事項は当然に守ってい

ただいた上、加えて、労働者の職種、労務内容、労務提供場所等の具体的な状況に応じて必要な配慮

をすることが求められるものです。

17 労働契約法で規定する安全配慮義務
（厚生労働省のパンフレットからの抜粋）

（厚生労働省のパンフレットからの抜粋）

16　第12次労働災害防止計画の概要

17　労働契約法で規定する安全配慮義務
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相模原市
中央区富

・計画段階、施工時の安全衛生の確保に配慮

建設業労働災害防止協会との連携の下、
・リスクアセスメントの実施及び労働安全衛生マネジメントシステムの導入の促進

・施工時の安全性の確保に関する自主的基準の設定及び周知（総合工事業者の団体）
・安全衛生意識高揚のための諸活動の企画・実施（総合工事業者の団体）

・それぞれの専門職種に応じた安全作業マニュアル等の作成・普及（専門工事業者の団体）

・ 「建設業における労働災害を防止するため事業者が講ずべき措置」の徹底
・措置の徹底と自主的な安全衛生活動のため、リスクアセスメントの実施に努めること、労働安全

発注者

総合工事業者等の団体

事業者

３ 安全衛生管理の実施主体別実施事項

・元方事業者による統括管理の実施が基本 • 店社による工事現場への的確な指導・援助の実施
・関係団体、発注者、行政等との連携の促進

２ 労働災害防止対策の推進に当たって

１ 現状認識

・重層下請構造 • 所属の異なる労働者が同一場所で作業 • 短期間で作業内容が変化

建設業における自主的な安全衛生活動の促

→ 経営トップ自らの事業者責任の認識と自主的な安全衛生活動の活性化が重要

総合対策の基本的考え方

総合対策を改正した背景

～平成 年 月 日基発第 号「建設業における総合的労働災害防止対策」のポイント～

１ 労働災害の現状

２ 建設業を取り巻く現状

・建設業における労働災害は、平成 年当時と比べ約半数に減少した。

・解体工事や改修工事に死亡災害の増加傾向が見られる。

・ダンピング受注による労働災害防止対策の不徹底等の懸念。

労働安全衛生関係法令の遵守、危険性又は有害性等の調査（リスクアセスメント）の実施及び事
業者の主体的能力に応じた労働安全衛生マネジメントシステムの導入

・計画段階、施工時の安全衛生の確保に配慮

建設業労働災害防止協会との連携の下、
・リスクアセスメントの実施及び労働安全衛生マネジメントシステムの導入の促進

・施工時の安全性の確保に関する自主的基準の設定及び周知（総合工事業者の団体）
・安全衛生意識高揚のための諸活動の企画・実施（総合工事業者の団体）
・それぞれの専門職種に応じた安全作業マニュアル等の作成・普及（専門工事業者の団体）

・ 「建設業における労働災害を防止するため事業者が講ずべき措置」の徹底
・ 措置の徹底と自主的な安全衛生活動のため、リスクアセスメントの実施に努めること、労働安全

発注者

総合工事業者等の団体

事業者

３ 安全衛生管理の実施主体別実施事項

・ 元方事業者による統括管理の実施が基本 • 店社による工事現場への的確な指導・援助の実施
・ 関係団体、発注者、行政等との連携の促進

２ 労働災害防止対策の推進に当たって

１ 現状認識

・ 重層下請構造 • 所属の異なる労働者が同一場所で作業 • 短期間で作業内容が変化

建設業における自主的な安全衛生活動の促進を目指して

→ 経営トップ自らの事業者責任の認識と自主的な安全衛生活動の活性化が重要

総合対策の基本的考え方

総合対策を改正した背景

～平成 年 月 日基発第 号「建設業における総合的労働災害防止対策」のポイント～

１ 労働災害の現状

２ 建設業を取り巻く現状

・ 建設業における労働災害は、平成 年当時と比べ約半数に減少した。

・ 解体工事や改修工事に死亡災害の増加傾向が見られる。

・ ダンピング受注による労働災害防止対策の不徹底等の懸念。

・ 安全衛生管理に関するノウハウが伝承されないことによる安全衛生水準の低下の懸念。

労働安全衛生関係法令の遵守、危険性又は有害性等の調査（リスクアセスメント）の実施及び
事業者の主体的能力に応じた労働安全衛生マネジメントシステムの導入

・計画段階、施工時の安全衛生の確保に配慮

建設業労働災害防止協会との連携の下、
・リスクアセスメントの実施及び労働安全衛生マネジメントシステムの導入の促進

・施工時の安全性の確保に関する自主的基準の設定及び周知（総合工事業者の団体）
・安全衛生意識高揚のための諸活動の企画・実施（総合工事業者の団体）

・それぞれの専門職種に応じた安全作業マニュアル等の作成・普及（専門工事業者の団体）

・ 「建設業における労働災害を防止するため事業者が講ずべき措置」の徹底
・措置の徹底と自主的な安全衛生活動のため、リスクアセスメントの実施に努めること、労働安全

発注者

総合工事業者等の団体

事業者

３ 安全衛生管理の実施主体別実施事項

・元方事業者による統括管理の実施が基本 • 店社による工事現場への的確な指導・援助の実施
・関係団体、発注者、行政等との連携の促進

２ 労働災害防止対策の推進に当たって

１ 現状認識

・重層下請構造 • 所属の異なる労働者が同一場所で作業 • 短期間で作業内容が変化

建設業における自主的な安全衛生活動の促

→ 経営トップ自らの事業者責任の認識と自主的な安全衛生活動の活性化が重要

総合対策の基本的考え方

総合対策を改正した背景

～平成 年 月 日基発第 号「建設業における総合的労働災害防止対策」のポイント～

１ 労働災害の現状

２ 建設業を取り巻く現状

・建設業における労働災害は、平成 年当時と比べ約半数に減少した。

・解体工事や改修工事に死亡災害の増加傾向が見られる。

・ダンピング受注による労働災害防止対策の不徹底等の懸念。

労働安全衛生関係法令の遵守、危険性又は有害性等の調査（リスクアセスメント）の実施及び事
業者の主体的能力に応じた労働安全衛生マネジメントシステムの導入

・計画段階、施工時の安全衛生の確保に配慮

建設業労働災害防止協会との連携の下、
・リスクアセスメントの実施及び労働安全衛生マネジメントシステムの導入の促進

・施工時の安全性の確保に関する自主的基準の設定及び周知（総合工事業者の団体）
・安全衛生意識高揚のための諸活動の企画・実施（総合工事業者の団体）
・それぞれの専門職種に応じた安全作業マニュアル等の作成・普及（専門工事業者の団体）

・ 「建設業における労働災害を防止するため事業者が講ずべき措置」の徹底
・ 措置の徹底と自主的な安全衛生活動のため、リスクアセスメントの実施に努めること、労働安全

発注者

総合工事業者等の団体

事業者

３ 安全衛生管理の実施主体別実施事項

・ 元方事業者による統括管理の実施が基本 • 店社による工事現場への的確な指導・援助の実施
・ 関係団体、発注者、行政等との連携の促進

２ 労働災害防止対策の推進に当たって

１ 現状認識

・ 重層下請構造 • 所属の異なる労働者が同一場所で作業 • 短期間で作業内容が変化

建設業における自主的な安全衛生活動の促進を目指して

→ 経営トップ自らの事業者責任の認識と自主的な安全衛生活動の活性化が重要

総合対策の基本的考え方

総合対策を改正した背景

～平成 年 月 日基発第 号「建設業における総合的労働災害防止対策」のポイント～

１ 労働災害の現状

２ 建設業を取り巻く現状

・ 建設業における労働災害は、平成 年当時と比べ約半数に減少した。

・ 解体工事や改修工事に死亡災害の増加傾向が見られる。

・ ダンピング受注による労働災害防止対策の不徹底等の懸念。

・ 安全衛生管理に関するノウハウが伝承されないことによる安全衛生水準の低下の懸念。

労働安全衛生関係法令の遵守、危険性又は有害性等の調査（リスクアセスメント）の実施及び
事業者の主体的能力に応じた労働安全衛生マネジメントシステムの導入

建設業における総合的労働災害防止対

建設業労働災害防止協会との連携の下、
・リスクアセスメントの実施及び労働安全衛生マネジメントシステムの導入の促進

・施工時の安全性の確保に関する自主的基準の設定及び周知（総合工事業者の団体）
・安全衛生意識高揚のための諸活動の企画・実施（総合工事業者の団体）

・それぞれの専門職種に応じた安全作業マニュアル等の作成・普及（専門工事業者の団体）

・ 「建設業における労働災害を防止するため事業者が講ずべき措置」の徹底
・措置の徹底と自主的な安全衛生活動のため、リスクアセスメントの実施に努めること、労働安全

発注者

総合工事業者等の団体

事業者

３ 安全衛生管理の実施主体別実施事項

・元方事業者による統括管理の実施が基本 • 店社による工事現場への的確な指導・援助の実施
・関係団体、発注者、行政等との連携の促進

２ 労働災害防止対策の推進に当たって

１ 現状認識

・重層下請構造 • 所属の異なる労働者が同一場所で作業 • 短期間で作業内容が変化

建設業における自主的な安全衛生活動の促

→ 経営トップ自らの事業者責任の認識と自主的な安全衛生活動の活性化が重要

総合対策の基本的考え方

総合対策を改正した背景

～平成 年 月 日基発第 号「建設業における総合的労働災害防止対策」のポイント～

１ 労働災害の現状

２ 建設業を取り巻く現状

・建設業における労働災害は、平成 年当時と比べ約半数に減少した。

・解体工事や改修工事に死亡災害の増加傾向が見られる。

・ダンピング受注による労働災害防止対策の不徹底等の懸念。

労働安全衛生関係法令の遵守、危険性又は有害性等の調査（リスクアセスメント）の実施及び事
業者の主体的能力に応じた労働安全衛生マネジメントシステムの導入

・計画段階、施工時の安全衛生の確保に配慮
・労働安全衛生マネジメントシステム等自主的な安全衛生活動の取組を評価する仕組みの導入

建設業労働災害防止協会との連携の下、
・リスクアセスメントの実施及び労働安全衛生マネジメントシステムの導入の促進

・施工時の安全性の確保に関する自主的基準の設定及び周知（総合工事業者の団体）
・安全衛生意識高揚のための諸活動の企画・実施（総合工事業者の団体）
・それぞれの専門職種に応じた安全作業マニュアル等の作成・普及（専門工事業者の団体）

・ 「建設業における労働災害を防止するため事業者が講ずべき措置」の徹底
・ 措置の徹底と自主的な安全衛生活動のため、リスクアセスメントの実施に努めること、労働安全衛

生マネジメントシステムの主体的能力に応じた導入促進

発注者

総合工事業者等の団体

事業者

３ 安全衛生管理の実施主体別実施事項

・ 元方事業者による統括管理の実施が基本 • 店社による工事現場への的確な指導・援助の実施
・ 関係団体、発注者、行政等との連携の促進

２ 労働災害防止対策の推進に当たって

１ 現状認識
・ 重層下請構造 • 所属の異なる労働者が同一場所で作業 • 短期間で作業内容が変化

建設業における自主的な安全衛生活動の促進を目指して

→ 経営トップ自らの事業者責任の認識と自主的な安全衛生活動の活性化が重要

総合対策の基本的考え方

総合対策を改正した背景

～平成 年 月 日基発第 号「建設業における総合的労働災害防止対策」のポイント～

１ 労働災害の現状

２ 建設業を取り巻く現状

・ 建設業における労働災害は、平成 年当時と比べ約半数に減少した。

・ 解体工事や改修工事に死亡災害の増加傾向が見られる。

・ ダンピング受注による労働災害防止対策の不徹底等の懸念。

労働安全衛生関係法令の遵守、危険性又は有害性等の調査（リスクアセスメント）の実施及び事
業者の主体的能力に応じた労働安全衛生マネジメントシステムの導入

－20－
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関
係
請
負
人

７　持込機械等に係る点検基準、安全心得、作業標準、安全作業マニュアル等の作成による作業等の安全化の促進

８　下請協力会の行う災害防止活動への積極的参加

工
事
現
場

１　安全衛生責任者の選任等安全衛生管理体制の確立

２　元方事業者の行う統括管理に対する協力

店
社

（
本
支
店
･
営
業
所
等

）

３　元方事業者と連携した工事現場における危険性又は有害性等の調査等の実施支援

５　使用する工事用機械設備等の点検整備及び元方事業者が管理する設備についての改善申出

４　安全衛生教育の企画、実施

１　安全衛生推進者の選任等安全衛生管理体制の確立

２　店社全体の安全衛生方針の表明、安全衛生目標の設定及び安全衛生計画の策定

店
社

（
本
支
店
･
営
業
所
等

）

６　ツールボックスミーティングの実施等による安全な作業方法の周知徹底及び安全な作業方法による作業の実施

５　工事現場の危険性又は有害性等の調査等に基づく工事安全衛生計画の作成支援

６　店社安全衛生管理者等による安全衛生パトロールの実施等工事現場の安全衛生管理についての指導

７　工事用機械設備の点検基準、安全衛生点検基準等の整備

８　設計技術者、現場管理者等に対する安全衛生教育の企画、実施及び関係請負人の行う安全衛生教育に対する指導、援
助

９　関係請負人、現場管理者等に対する安全衛生意識高揚のための諸施策の実施

12  下請協力会の活動に対する指導援助

10　仕事の一部を他の請負人に請け負わせて作業に係る指示を行う場合における的確な指示の実施

９　災害統計の作成、災害調査の実施等

10　建設業労働災害防止協会が示す専門職種に応じた労働安全衛生マネジメントシステムの構築

11　建設業労働災害防止協会が示す専門職種に応じた労働安全衛生マネジメントシステムに基づくシステムの構築

５　安全衛生意識高揚のための諸施策の実施

６　安全衛生パトロールの実施

10　マネジメント指針に基づく店社の安全衛生計画の実施、評価及び改善

６　マネジメント指針に基づく工事安全衛生計画の実施、評価及び改善

７　工事用機械設備の点検等による安全性の確保

８　安全な施工方法の採用

７　移動式クレーン等を用いる作業に係る仕事の一部を関係請負人に請け負わせる場合における的確な指示の実施

８　持込機械等に係る点検基準、安全心得、作業標準、安全作業マニュアル等の遵守

９　新規入場者に対する教育の実施

14  各種安全衛生情報の提供

３　店社及び元方事業者と連携した危険性又は有害性等の調査等の実施

４　作業主任者、職長等による適切な作業指揮

建設業における安全衛生管理の実施主体別実施事項（事業者部分）

区分 実施事項

元
方
事
業
者

工
事
現
場

11　マネジメント指針に基づくシステム監査の実施及びシステムの見直し

11  移動式クレーン等を用いての作業に係る仕事の一部を請負人に請け負わせて共同して当該作業を行う場合における作
業内容等についての連絡調整の実施

12　関係請負人が現場に持ち込む機械設備の安全化への指導及び有資格者の把握

13　関係請負人が行う新規入場者教育に対する資料、場所の提供等

14　関係請負人に対し健康管理手帳制度の周知、その他有害業務に係る健康管理措置の周知等

１　労働安全衛生マネジメントシステムに関する指針（以下「マネジメント指針」という。）に基づく現場における安全
衛生方針（工事安全衛生方針）の表明

２　過重の重層請負の改善、請負契約における労働災害防止対策の実施者及びその経費の負担者の明確化

３　店社及び関係請負人との連携による危険性又は有害性等の調査及びその結果に基づく措置（以下「危険性又は有害性
等の調査等」という。）の実施事項の決定

４　危険性又は有害性等の調査等に基づく工事安全衛生目標の設定及び工事安全衛生計画の作成

９　関係請負人の法令違反を防止するための指導及び指示

10  土砂崩壊等のおそれがある作業場所についての安全確保のための関係請負人に対する指導

13  災害統計の作成、災害調査の実施、同種災害防止対策の樹立等

５　協議組織の設置・運営等元方事業者による建設現場安全管理指針に基づく統括管理の実施

15　現場作業者に対する安全衛生意識高揚のための諸施策の実施

１　マネジメント指針に基づく店社全体の安全衛生方針の表明、安全衛生目標の設定、安全衛生計画の策定

２　統括安全衛生責任者、元方安全衛生管理者等の選任等工事現場の安全衛生管理組織の整備の促進

３　施工計画時の事前審査体制の確立

４　工事現場の危険性又は有害性等の調査等の実施事項の決定支援
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 ・自動車による災害防止  ・適切な勾配による掘削の実施　等

小規模の上下水道等の建設工事 土地整理土木工事等

 ・土砂崩壊災害の防止（土止め先行工法）  ・運行経路と歩道の分離等

 ・建設機械等による災害防止  ・建設機械等による災害防止

 ・振動障害の防止  ・高気圧障害の防止

 ・墜落災害の防止  ・建設機械等による災害防止

 ・自動車による災害防止  ・移動式クレーンに関する災害防止

道路建設工事 橋梁建設工事

 ・土砂崩壊災害の防止  ・型枠支保工の倒壊による災害防止

 ・建設機械等による災害防止  ・墜落災害の防止

 ・想定されない事態における適切な作業中断  ・石綿障害予防規則に基づき、事前調査、作業計
画の作成とその遵守、除去時における立入禁止措置
等の徹底等◇改修工事◇

 ・墜落、爆発災害の防止のため、適切な作業計
画の策定等

 ・粉じん障害防止規則に関する粉じん作業に該当
する作業の場合は、呼吸用保護具の着用等の徹底

ＰＣパネル、カーテンウォールの取付時

解体工事及び改修工事

◇解体工事◇ ◇アスベストばく露防止対策◇

 ・事前調査の実施及び作業計画の策定  ・計画届又は作業届の適切な届出

 ・杭工事等における移動式クレーンの転倒防止
措置（地盤強化等）

 ・飛来落下による災害防止

◇労働衛生対策（共通）◇

 ・飛来落下による災害防止のため、つり荷下の
立入禁止措置の徹底

◇躯体工事◇

◇外部仕上工事◇

 ・有機溶剤中毒の防止

◇土工事、杭工事◇

鉄骨・鉄筋コンクリート造家屋建築工事

 ・一酸化炭素中毒の防止

 ・基礎工事用建設機械等の転倒防止等  ・墜落災害の防止

◇内部仕上工事◇  ・型枠支保工の倒壊等による災害防止

 ・木材加工用機械による災害防止  ・墜落災害の防止

◇クレーン等による災害防止◇

 ・墜落による災害防止（開口部）

◇推進工法◇ ◇労働衛生対策（共通）◇

 ・労働者が推進管内に立ち入る場合、内径80cm
以上のヒューム管等の使用に努める。

 ・じん肺の予防　　 　　・酸素欠乏症の防止

 ・一酸化炭素中毒の防止 ・高気圧障害の防止

 ・建設機械等による災害防止  ・建設機械等による災害防止

（トンネルボーリングマシン）については退避通路の確保等  ・墜落災害の防止

ずい道建設工事

 ・落盤、肌落ち等による災害防止  ・爆発火災による災害防止

◇山岳工法◇ ◇シールド工法◇

建設業における労働災害を防止するため事業者が講ずべき措置の概要
～　建設工事別の労働災害防止上の重点事項　～
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署　　　名 管轄区域 郵便番号 住　　　　　　　所 電話番号

横浜南労働基準監督署
横浜市（中区、南区、磯子
区、港南区、金沢区）

横浜市中区北仲通5-57
 横浜第二合同庁舎9階

安全衛生課

代表 211-7374

鶴見労働基準監督署
横浜市（鶴見区(扇島（川崎
南管轄)を除く）)

横浜市鶴見区鶴見中央2-6-18

川崎南労働基準監督署
川崎市（川崎区、幸区）、
横浜市鶴見区扇島

川崎市川崎区宮前町8-2

川崎北労働基準監督署
川崎市（中原区、宮前区、
高津区、多摩区、麻生区）

川崎市高津区溝口1-21-9

横須賀労働基準監督署
横須賀市、三浦市、逗子
市、葉山町

横須賀市新港町1－8
(横須賀地方合同庁舎５階）

横浜北労働基準監督署
横浜市（西区、神奈川区、港
北区、緑区、青葉区、都筑
区）

横浜市港北区新横浜3-24-6
 横浜港北地方合同庁舎3階

安全衛生課

代表 474-1251

平塚労働基準監督署
平塚市、伊勢原市、秦野
市、大磯町、二宮町

平塚市追分1-1

藤沢労働基準監督署
藤沢市、茅ヶ崎市、鎌倉
市、寒川町

藤沢市朝日町5-12
 藤沢労働総合庁舎3階

小田原労働基準監督署
小田原市、南足柄市、足柄
上郡、足柄下郡

小田原市浜町1-7-11

厚木労働基準監督署
厚木市、海老名市、大和
市、座間市、綾瀬市、愛甲
郡

厚木市旭町2-2-1

相模原労働基準監督署 相模原市
相模原市中央区富士見6-10-10
 相模原地方合同庁舎4階

横浜西労働基準監督署
横浜市（戸塚区、栄区、泉
区、旭区、瀬谷区、保土ヶ谷
区）

横浜市保土ヶ谷区岩井町1-7
保土ヶ谷駅ビル4階

労働基準監督署一覧

神奈川労働局労働基準部 安全課
〒 横浜市中区北仲通 横浜第 合同庁舎

電話 （ ） （ ）

全ての関係者（国、労働災害防止団体、労働者を雇用する事業者、作業を行う

労働者、仕事を発注する発注者、仕事によって生み出される製品やサービスを

利用する消費者など）が、この意識を共有し、安全や健康のためのコストは必

要不可欠であることを正しく理解し、それぞれが責任ある行動をとることによ

り、「誰もが安心して健康に働くことができる社会」を目指します。

労働災害防止計画 計画が目指す社会
「働くことで生命が脅かされたり、健康が損なわれることは、本来あってはならない」




